
住民１人当たりの金額：合計40万5,153円� （平成３０年３月末人口：３万２,６６１人）

町 税 繰 越 金 財産収入 諸 収 入 使用料および手数料

１４万３,３６６円 １万９,５０６円 １,４１６円 ４,７７６円 ６,７１７円

分担金および負担金 繰　入　金 寄 附 金 国庫支出金 地方交付税

５,６９８円 ４,４０５円 ３万３,２４４円 ６万２,４７０円 ２万７２６円

県支出金 町 債 地方消費税交付金 依存財源その他

２万２,１４４円 ５万６,９０３円 １万７,３８０円 ６,４０２円

町税
46億8,249万円

繰越金　6億3,709万円

財産収入　4,626万円

諸収入　1億5,599万円

使用料および手数料　2億1,937万円分担金および負担金　1億8,611万円

繰入金　1億4,387万円

寄付金　10億8,578万円

その他　2億911万円
［内訳］地方譲与税� 7,401万円
　　　地方特例交付金� 4,999万円
　　　自動車取得税交付金� 2,716万円
　　　利子割交付金� 729万円
　　　その他� 5,066万円

合計
132億3,270万円

国庫支出金
20億4,034万円

地方交付税
6億7,693万円

県支出金
7億2,324万円

町債　
18億5,849万円

地方消費税交付金　5億6,763万円

収 入

町の決算
平成29年度

みなさんが納めた税金や
国からの交付金などの収
入を、どのような目的で、
いくら使ったかをお知ら
せします。

自依

主
存

財財

源源

　収入から支出を引いた額は、６億３,１３９万円の
黒字です。このなかには、平成２９年度中に完成し
なかったため平成３０年度に繰り越す事業に充てる
収入も含まれています。その額を除いた実質収支
は、３億４,６６６万円の黒字です。

◇収　入
　収入は、平成２８年度よりも１７億３,１８６万円
多くなりました。収入の内訳は、町税など町が主
体的に収入できる自主財源が約５４％、国や県から
の交付金や町の借金である町債などの依存財源が
約４６％です。

一 般 会 計
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￥

住民１人当たりの金額：合計38万5,821円
� （平成３０年３月末人口：３万２,６６１人）

民 生 費 教 育 費 総 務 費 衛 生 費

１０万８,６２４円 ８万４,４６１円 ４万７,３９０円 ３万２,３９８円

公 債 費 土 木 費 諸支出金 消 防 費

２万３,８２３円 ４万７,１７６円 １万２,８４８円 ２万８８５円

農林水産業費 議 会 費 商 工 費 災害復旧費

３,００９円 ２,８１４円 ２,３２５円 ６８円

○新設中学校新築事業
� ９億７,０５８万円
○新宮ふれあいの丘公園造成事業�������������������
� ３億７,８９３万円
○�防災行政無線（同報系）デジタ
ル化整備事業
� ２億１,６００万円
○�新宮中学校給食室新設及び校舎
等改修事業
� １億８,５５４万円
○新設中学校造成事業
� ７,４４４万円
○神木線道路改良事業
� ４,９５２万円
○�立花小学校校舎外壁・屋上防水
改修事業
� ４,４１６万円
○小万崎～柳ヶ浦線道路拡幅事業������������������������������������
� ４,２９２万円
○�そぴあしんぐう屋上太陽光発電
設備設置事業
� ４,２７７万円
○今池公園整備事業
� ３,７００万円

平成２９年度に実施した

主な事業

支 出

合計
126億131万円

民生費
35億4,778万円

教育費
27億5,858万円

総務費
15億4,782万円

衛生費
10億5,814万円

公債費
7億7,810万円

土木費
15億4,080万円

諸支出金　4億1,962万円

消防費　6億8,211万円

農林水産業費　9,827万円

その他　1億7,009万円
［内訳］議会費� 9,192万円
　　　商工費� 7,595万円
　　　災害復旧費� 222万円

◇支　出
　支出は、平成２８年度よりも１７億３,７５７万円
多くなりました。
　目的別に見ると、総務費、民生費、土木費、教
育費などが増え、衛生費、農林水産業費などが減っ
ています。
　総務費はふるさと納税事業委託料の支出などで
１億５,０１０万円（対前年度比１０.７％）増加、民生
費は国民健康保険特別会計への繰出金を始めとす
る社会福祉費や障害者福祉・児童福祉関係扶助費
などで２億８,４４９万円（対前年度比８.７％）増加、
土木費は新宮ふれあいの丘公園造成事業費や新設

中学校周辺環境整備事業費などで４億２,９８０万
円（対前年度比３８.７％）増加、教育費は新設中学
校新築事業などで６億２,１８６万円（対前年度比
２９.１％）増加しています。
　一方、衛生費は玄界環境組合負担金の創設費な
どが減少したことから２,７３８万円（対前年度比
２.５％）減少、農林水産業費は漁港機能保全計画策
定委託料などが増加している一方で、活力ある高
収益型園芸産地育成事業補助金などが減少したこ
とから１,６６０万円（対前年度比１４.５％）減少して
います。

平成２９年度　町の決算 問い合わせ先　役場政策経営課　☎９６２－０２３０（直）
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相島診療所事業特別会計

　相島にある町立診療所を運営するための会計です。
� 　収入　６,４５７万円
� 　支出　６,３１１万円
○年間延べ患者数＝２,６６０人

簡易水道事業特別会計

　相島の水道事業を運営するための会計です。
� 　収入　５,１２１万円
� 　支出　５,０７３万円
○給水人口＝２６５人　

水道事業会計

　相島を除く町の水道事業を運営するための会計
です。水道事業会計は、地方公営企業法が適用さ
れており、複式簿記が適用されるなど経理の方法
が他の会計とは異なります。
� 　収益的収入　７億５,８０１万円
� 　収益的支出　６億４,８５５万円
� 　資本的収入　　　２,８０４万円
� 　資本的支出　２億５,５７８万円
○給水人口＝３万２,２０８人

公共下水道事業特別会計

　公共下水道事業を運営するための会計です。
　平成３０年度から地方公営企業法を適用するた
め、法適用日の前日（平成３０年３月３１日）をもっ
て打切決算を行っています。
� 　収入　１２億４,０６９万円
� 　支出　１０億７,８６２万円
○処理区域面積＝４０６ｈａ

相島漁業集落環境整備事業特別会計

　相島の下水道事業を運営するための会計です。
� 　収入　１,２６４万円
� 　支出　１,１９３万円

渡船事業特別会計

　新宮港と相島港の間を運航する渡船を運営する
ための会計です。
　� 収入　１億３,５５５万円
� 　支出　１億１,３２６万円
○年間乗客数＝１５万３,６０５人
○年間運航回数＝１,９９６回

国民健康保険特別会計

　国民健康保険制度を運営するための会計です。
� 　収入　�　２７億５４８万円
� 　支出　２６億９,７１６万円
○加入世帯数＝２,９８７世帯　

後期高齢者医療特別会計

　７５歳以上の人の医療制度を運営するための会計
です。
� 　収入　２億８,８７８万円
� 　支出　２億８,５６７万円
○被保険者数＝２,５３１人　

住宅新築資金等貸付事業特別会計

　住宅新築資金などを貸し付けるための会計です。
現在は、新たな貸し付けを行っていないため、返
済事務のみとなっています。
� 　収入　１１２万円
� 　支出　１０１万円

特 別 会 計
　特別会計とは、特定の事業の内容や資金の運用
状況をより分かりやすくするために、一般会計と
分けて経理をする会計です。本町には、８つの特
別会計と１つの事業会計があります。

平成２９年度　町の決算
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　財政健全化判断比率は、町の財政がどのような状況であるかを判断する比率です。
■健全化判断比率� （単位：％）

区　分 平成２８年度 平成２９年度 早期健全化基準 財政再生基準

①実質赤字比率 － － １４.３５ ２０.０

②連結実質赤字比率 － － １９.３５ ３０.０

③実質公債費比率 　８.１ 　８.１ 　２５.０ ３５.０

④将来負担比率 ５６.５ ７２.５ ３５０.０ 基準なし

※①普通会計（一般会計・住宅新築資金等貸付事業特別会計・相島診療所事業特別会計）の赤字の状況
　②全会計の赤字と黒字を合算したときの町の赤字の状況
　③町の財政規模に対して、町債の返済額がどれくらいあるかを表すもの
　④町の財政規模に対して、町債など現在町が抱えている負債がどれくらいあるかを表すもの
※①、②は全会計に赤字がないため「－」で表しています。

資金不足比率
会　計　名 平成２８年度 平成２９年度

水 道 事 業 会 計 － －
簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 － －
渡 船 事 業 特 別 会 計 － －
公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 － －
相島漁業集落環境整備事業特別会計 － －

　利用料金で運営する特別会計
の経営状況を判断する比率で
す。全会計に資金の不足がない
ため「－」で表しています。

財政健全化判断比率

基　金
■基金現在高

基金名 平成２８年度末 平成２９年度末
積立基金 ３１億７,６９７万円 ３４億３,５７３万円
財政調整基金 ２５億９,２６３万円 ２５億９,３９６万円
減債基金 ３億７,７２６万円 ３億７,６６４万円
災害対策基金 ７０８万円 ７０９万円
ふるさと応援基金 ２億円 ４億５,８０４万円
定額運用基金 １億４,３９０万円 １億４,３９０万円
土地開発基金 １億４,０００万円 １億４,０００万円
国民健康保険高額療養資金貸付基金 １５０万円 １５０万円
国民健康保険出産資金貸付基金 ２４０万円 ２４０万円

合　計 ３３億２,０８７万円 ３５億７,９６３万円

　基金には、将来実施する事業
の財源として積み立てる積立基金
と、特定の事業を運営する資金と
なる定額運用基金の２つがありま
す。家庭での貯金に当たるものが、
積立基金です。平成２９年度は、
ふるさと応援基金の積み立てで、
基金が増えています。

町　債
■町債現在高

会計名 平成２８年度末 平成２９年度末

一般会計 １１７億９６８万円 １２８億６,４７９万円

渡船事業特別会計 １億７,９５７万円 １億６,３９０万円

簡易水道事業特別会計 ９,８９３万円 ９,５１６万円

水道事業会計 １７億８,８３２万円 １６億７,２３８万円

公共下水道事業特別会計 ５５億３,４８９万円 ５４億９,３７５万円

相島漁業集落環境整備事業特別会計 ４,０７８万円 ３,９２５万円

合　計 １９３億５,２１７万円 ２０３億２,９２３万円

　町債とは、国や金融機関か
らの借金のことで、特定の事
業を実施する場合に借り入れ
ることが認められています。
一般会計の新設中学校新築事
業の財源としての町債の借入
れが増えています。
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